
様式３

部

○未来に向かい　自分らしく輝き　豊かに生きる子どもの育成

次年度への改善方策

中長期目標

○ルーティーンになっている流
れで見通しを持って生活・学習
することができている。
○関わりの多い教職員だけで
なく、普段、関わりの少ない支
援者からの働きかけにも個々の
方法で答えることのできる姿が
増えてきているが、さらに「いつ
でも、どこでも、誰とでも」コミュ
ニケーションをとることができる
よう、それぞれの対応力、表現
力を高めていく必要がある。

　　　　　　　　　　　〇自己肯定感を高め、主体的に取り組む児童生徒の育成　　〇質の高い職職員集団の実現

　　　　　　　　　　　〇安全で安心な学校の実現　〇「チームくらよう」の推進

　　　　　　　　　　

目標（年度末の目指す姿） 目標達成のための方策 経過・達成状況 評価

今年度の
重点目標

年　　　　　　　度　　　　　　　当　　　　　　　初 評　価　結　果　　　（　）月
評価項目 評価の具体項目 現状

○子どもたちが
主体的に学習
に取り組み、一
人一人の方法
で表現する力
を育む授業づ
くり

○様々な学習活動を通して、児
童生徒が主体的に取り組み、一
人一人の方法でいろいろな人
に気持ちを伝えたり、表現した
り、関わろうとしたりする姿が見ら
れる。

※教員の８割以上が「できた」と
回答

自己肯定
感を高
め、主体
的に取り
組む児童
生徒の育
成

Ｂ
中
学
部

○児童が学校生活場面の中
で、自分で伝えたいことや表現
したいことを、主体的に自分なり
の方法で表出したり表現したり
する姿が見られる。

※教員の８割以上が「できた」と
回答

○表現力の育
成を目指した
授業の充実

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令 和 ６年 度　　自　己　評　価　表　　
鳥取県立倉吉養護学校  

○主体的に活
動したり表現し
たりする姿へ繋
げる指導・支援
の工夫

Ａ
部
門

○児童の達成感や主体的に活
動する意欲・姿を育むため、教
育活動全般を通して、様々なア
セスメントからの児童の実態把
握や情報共有を行い、発達段
階に応じた表出や表現できる学
びの場を作っていく必要があ
る。

○昨年度、伝え方や言葉遣い
等に課題が見られ、生徒同士
のトラブルにつながることもあっ
たが、指導者が速やかに対応し
たことで、よりよい関わり方を
知ったり改善しようという姿勢が
見られるようになった。
〇新年度になり、教師や友だち
との関係や学習環境が変化し
たことにより、自分から気持ちが
伝えにくい姿も見られる。

○相手を意識した伝え方を身に
つけ、自分の気持ちや思いを伝
えることができる。

※教職員アンケートで８割以上
が「できた」と回答
※生徒アンケートや学習の記録
から評価

○身につけた力を様々な学習
場面で活用できるように、学習
活動全体を通して、自己表現
やよりよい人間関係づくりを目
指した活動内容の設定や共通
した支援を行う。
○安心して自分を表現すること
ができるよう、生徒と指導者、
生徒同士の関係づくりを行う。
○生徒の実態把握や授業づく
り、支援などのうまくいった事例
や改善策などを、学習グルー
プや学部内で情報共有する。

○児童生徒が主体的に取り組
む姿についての研修会を開催
する。
○児童生徒が主体的に取り組
む姿とはどのような姿なのか、
学部で共通理解し授業づくり
に向かう。また、教職員間で効
果的な授業づくりについての
情報共有を行う。
○関わりの多い指導者との関
係性でできていることを、「いつ
でも、どこでも、誰とでも」できる
力へとつなげていくことができ
る活動、有効な支援ツールや
教材・教具等について情報共
有する。

○担任だけではなく、教員間
でも児童の実態や目指す姿
や、そこに向かう段階を共有
（授業計画で、グループ会で、
日常のコミュニケーションで、
等）し、学習内容や指導・支援
方法を検討して、評価・改善を
行っていく。
○児童の表出力や表現力を
広げるために、有効な支援
ツールや教材・教具の情報共
有を図る。
○児童、保護者のニーズを
しっかりとキャッチすと同時に、
学校生活での様子や学習の
広がりについて、保護者や関
係機関と共有し、連携を取って
いくことを継続する。

Ｂ
小
学
部



様式３

部
〇授業公開を通して、表現力向
上をめざした授業の工夫を知る
ことができた。他学部の授業を
見る機会を得られたこと、良い
点を知ること、伝えることができ
たことは、発表者にとっても参観
者にとっても実りある研究となっ
た。今年度は、良いところだけ
でなく、建設的なやりとりにより
改善点等も話し合うことができる
ような授業公開としたい。

自己肯定
感を高
め、主体
的に取り
組む児童
生徒の育
成

〇学習部の先生を中心にし
て、作業をすすめる。より同じ
意識で作業に取りかかることが
できるように教務部として研修
を企画・運営を行う。
○他校の書式等を参考にしな
がら、国や県の動向を踏まえた
書式かつ業務の削減につなが
るものに仕上げていく。

〇周りの人とや
りとりをする中
で、自分の意
思や、なぜそう
考えたかを相
手に伝えること
ができる生徒の
育成

○昨年度取り組んだICT活用
のよさを活かした授業の中で、
指導者もしくは、生徒同士のや
りとりを活発に行う。
○まずは指導者が、生徒との
やりとりの中で、意思を聴いて
終わりではなく、なぜそう思っ
たのか（なぜそう考えたのか）を
生徒と問答するようにする。そ
して、生徒の考え方を整理し、
○○だから（理由）、××の考
えを選んだ（結論）と、話すこと
ができるようにする。
○キーノートなどのスライド作り
やワークシートを利用して、考
え方の過程を可視化しながら、
ふりかえることができるようにす
る。

研
究
部

〇児童生徒の実態に応じた教
育課程の編成が年次で行われ
ている。
○指導に際して、学習の立案
は必要項目となっているが、評
価への意識の定着が薄い。しか
しながら多忙な毎日に評価まで
は手がつかないようにも感じて
いる。
○指導者が作成する諸帳簿に
関して、学校のオリジナルのも
ので展開している。

〇よりスリムな評価のシステムを
構築を目指して、各教科の学習
を評価する際の規準を校内で
作成する。
〇新しい形の個別の指導計画
への移行を年度内に行う。

〇児童生徒の
学習状況をより
客観的に評価
できる規準の
作成
○教育水準の
維持向上と働
き方改革を兼
ねた諸帳簿の
整理

教
務
部

昨年度、ICT機器を利用した学
びを通して、やりとりができる生
徒の育成に取り組んだ。単一障
がい学級の生徒においては、
ICT機器を利用して、興味があ
ることやわからないことを自分か
ら進んで調べたり、自分の考え
をまとめて相手に伝わるように
プレゼンを作成し、発表すること
ができた。また、質問、意見な
ど、周りの友だちとのやりとりが
増えた。重複障がい学級の生
徒においては、ビデオで自分の
姿を観て、即時にふりかえること
で、がんばったことや、次にが
んばりたいことをより意識して、
選択、発表することができた。

①周りの人とやりとりをする中
で、自分の意思を相手に伝える
ことができる。
②周りの人とやりとりをする中
で、なぜそう考えたかのか、自分
の考え方を相手に伝えることが
できる。

『意思、考え』→結論
『考え方』→結論に至るまでの過
程（どう考えたか）

アンケートを実施し、①②とも７
０％以上の指導者ができたと回
答したらA、一つでも、できたが７
０％であればB、両方ともできた
が７０％以下であればC評価と
する。

Ｂ
高
等
部

年　　　　　　　度　　　　　　　当　　　　　　　初

○個々の業務を見直し、継続
的に業務量の平準化を図る必
要がある。
○前年度比で月４５時間、年間
３６０時間を超えて時間外勤務
をする実態がある。

○時間外業務
の原因把握と
業務カイゼンの
推進

○授業づくりを通して、児童生
徒の表現力を向上することがで
きる。

※教職員アンケートで８割以上
が「できた」と回答

目標達成のための方策

全
体

○児童生徒が
主体的・対話
的になるような
授業づくり

○会議をしない日やノー残業
ディの設定し、早期退勤への
意識を高めるとともに計画的に
勤務をする環境を整え。勤務
簿の自己管理の徹底を図る。
〇業務カイゼンに関する教職
員アンケートを実施し、一人ひ
とりが業務カイゼンに向けての
意欲を高めるとともに自ら考え
た改善策を学校全体具現化に
取り組む。

○日々勤務簿の自己管理を徹
底するとともに、教職員アンケー
トに回答する形で自ら業務カイ
ゼンに参画し、その具体的な改
善策を具現化していく。
※教職員アンケートで８割以上
が目標達成のための方策を「で
きた」と回答

評価項目 評価の具体項目 現状 目標（年度末の目指す姿）
○授業者が実態・目標・授業
の工夫がわかるシートを準備
する。
○授業者と参観者が授業につ
いて建設的に話し合うことがで
きる「授業公開」となるような場
を設定し、負担なく、いつもの
授業をPDCAサイクルでできる
土台となるものとすることを強
調して教職員に伝える。

質の高い
教職員集
団の実現



様式３ 〇事務の効率
化と「チーム事
務室」の推進

○安全・安心
への意識と体
制作り

○歯肉炎の予防に向けてはみ
がき指導の充実が行われる。
○肥満傾向の生徒は本県全体
に比べて２～２．５倍であるが、
減少傾向に向かっている。
○性に関する指導や児童生徒
の健康増進に向けた学習の教
材が整理され、指導者一人一人
が保健指導において「おおむね
できた」と回答できた割合が８割
を達成している。

○全国小学生はみがき大会の
活用や、性に関する指導、日
常生活の指導部、保健体育部
等、複数の学習部と連携する。
○児童生徒が歯磨きをするこ
との大切さを理解し、毎日の歯
磨きを丁寧に行う。歯磨き指導
や健康増進に向けた学習の充
実を図れるように外部講師を
活用する。

○新型コロナウイルス感染症も
５類に移行し、児童生徒の健康
に関する課題も変化しつつあ
る。コロナ過において給食指導
やはみがき指導が不十分にな
り、歯肉炎の生徒が全校で約15
パーセントいる。また、黙食の徹
底により、給食中の指導もでき
ず、食育も行き届いていない。
さらには、保健体育の学習にお
いてもマスクの着用、非接触
等、制限のある学習が多く、運
動の機会が減少している。

〇事務室内で協力し合いなが
ら業務を行っているが、担当者
以外が対応できないこともあり、
不在の場合対応が遅れることが
ある。

〇各自の業務がわかりやすく整
理され、保護者や業者への対
応、職員からの相談についての
初期対応が担当者以外でもで
きる。

〇各自が担当業務について改
善できる点を見つけ実践する。
担当者以外でも対応できるよう
DB等を使ってマニュアル化す
る。

〇児童生徒の
健康増進に向
けた学習の充
実と環境整備

○各種訓練、研修会、ヒヤリ
ハット等を通して、教職員の安
全で安心な環境づくりに対する
意識を高めるよう努めている。
○地震、火事、不審者などの避
難訓練の方法や緊急時に使用
する機器の扱い等に課題が上
がっている。

安全で安
心な学校
の実現

安
全
・
環
境
部

事
務
部

質の高い
教職員集
団の実現

○児童生徒が安全・安心な環境
で学習できるよう避難訓練や安
全点検、ヒヤリハットでの情報共
有、課題への対応を適切に行っ
ている。

○より安全・安
心な教育環境

○定期的な掃除道具点検、職
員作業により、校舎内外の校内
外の環境が整った。
○TEAS報告やエコ点検を定期
的に行っているが、エコについ
ての取り組みがクラスによって
差がある。特に、水道、紙の使
用量が増えている。点検内容を
見直したので、結果を見て呼び
かけを行っている。

○安全・安心な教育環境づくり
を行うとともに、エコに対する意
識が高まる。
※職員作業の実施（年２回）
※掃除道具点検の実施(年２
回）
※水道・電気の使用量で、昨年
度との比較を周知する。
※エコ点検で◎の割合が６割以
上

○年に２回の職員作業を計画
実施し、安全安心で無駄のな
い環境づくりを行う。
○委員会・分掌と連携し、環境
に関する啓発をしていく。
○電気、水の使用に関してエ
コにつながる具体的な取り組
みを示すとともに、掲示板に
TEAS報告を載せ、全校への
意識づけを行ったり、職員への
協力を呼びかけたりする。

健
康
教
育
部

○安全点検を適切に行い、事
務部への報告を行う。
○安全・安心への意識を高め
る体制作りを行うことができるよ
うに、避難訓練の方法などを検
討・見直しをしながら計画、実
施する。



様式３

部

情
報
教
育
部

キ
ャ
リ
ア
教
育
部

〇保護者アンケートで５割以上
が「研修会やセミナーに参加し
たり、キャリア教育だより等を読
んだりして、進路や人権教育・
交流に関する情報を得ることが
できた。」と回答する。

〇中部福祉セミナーの開催
〇先輩保護者に学ぶ会（座談
会）の開催
〇保護者対象視察研修の実
施
〇保護者対象人権教育研修
会の開催
〇キャリア教育だよりの発行

「チームく
らよう」の
推進

○保護者への
情報発信

支
援
部

（
校
内

）

○適切な就学
支援に向けた
校内体制の充
実

○児童生徒の実態の多種多様
化、児童生徒を取り巻く環境の
変化等に加え、総合的な視点
で検討される就学支援の考え
方により、児童生徒にとって適
切な学びの場の検討をすること
が複雑化してきている。就学に
関して、職員全体で共通理解を
したり校内体制を整えたりして
いく必要がある。

○本校教育に
ついての理解
啓発につなが
り、指導支援の
連携を密にし
ていくための教
育活動の発信
〇児童生徒の
端末の活用促
進
〇 ICTを活用
した効率的な
業務改善

〇集合型の中部福祉セミナー
を５年ぶりに開催できるように準
備を進めている。また、先輩保
護者から直接話を聞く座談会
式研修会の準備を進めている。
人権教育・交流や進路に関す
る保護者への情報提供の充実
をさらに図る必要がある。

○それぞれの学びの場のメリッ
ト・デメリットを整理して伝えるこ
とで、園や学校、保護者の方
の検討材料になるようにする。
○教育的ニーズを把握し、実
践につながりやすいように、具
体例を挙げながら指導・支援
方法について伝える。
○コーディネーターを中心に、
支援部や校内資源を活用しな
がら、教育相談に対応する。

目標（年度末の目指す姿） 目標達成のための方策 経過・達成状況 評価

○定期的に学校ホームページ
で教育活動について発信しより
分かりやすいものとなってきた
が、効率的な利用ができていな
い。
○指導者用端末や児童生徒の
１人１台端末整備の遅れがある
ためICT活用による学習活動が
十分に実施できていない。
〇ペーパーレス化が徐々に進
んできたが、教職員のICTリテラ
シーの差があったり、トラブルへ
の対処などの問題があったりす
る。

〇学校ホームページによる情報
発信の充実を図るとともに、必
要な書類がダウンロードできるよ
うにするなど利便性を高める。
〇児童生徒の１人１台端末を活
用とともにペーパー教材の他に
デジタル教材を取り入れ、学校
と家庭の連続的な学びができる
よう効果的なＩＣＴ活用の充実を
段階的に図る。
〇教職員のフォローアップ研修
や個別支援を継続しながら、学
校全体としてICT活用による効
率的な業務改善を図る。

○くらようダイアリーの定期的
な更新をする。また、学校ホー
ムページの内容やデザインレ
イアウト等リニューアルを行う。
○ＩＣＴ活用を効果的に生かし
た授業ができるよう研修を通し
てデジタル教材やその活用方
法についての実践事例の紹介
を行う。
○ICT活用の教職員研修や個
別のフォローアップやともに１
人１台端末の利用の日常化に
取り組む。各分掌業務の中で
アンケートを実施する場合は
グーグルフォームで行うよう呼
びかけるなど啓発を行う。

次年度への改善方策

○就学に関する判断基準を再
度全職員で共通理解をし、一貫
した視点で実態把握や検討を
行う。
※職員会、学部会、校内就学支
援委員会において、判断基準
（学校教育法施行令第２２条の
３、辻村報告、障害のある子ども
の教育支援の手引き）を周知す
る。

○まずは、担当者を中心に支
援部内で就学に関する情報を
収集したり共通理解を図ったり
する。
○職員会や就学支援委員会、
学部会等を活用し、就学に関
する情報を校内で周知する。
○校内就学支援委員会や体
験入学・体験学習等で、就学
支援の視点が生かされている
かどうか、PDCAサイクルで確
認する。

○教育相談や体験入学・体験
学習等で、園や学校、保護者の
方に就学や指導・支援に関する
情報提供等を行う。
※体験、学校説明会、研修会等
のアンケートで「参考になった」
「」の回答が８割
※１件の教育相談について、２
回以上継続して相談対応を行
う。（総件数の８割）

年　　　　　　　度　　　　　　　当　　　　　　　初 評　価　結　果　　　（　）月
評価項目 評価の具体項目 現状

〇教育相談の
充実による適
切な就学支援
の促進

○センター的機能の活用によ
り、就学に関する情報を園や学
校に提供したり、幼児児童生徒
への指導・支援について相談
業務に対応したりした。今後も
継続して活動し特別支援教育
の充実を図ることで、学びの場
の選択肢が広がっていくように
したい。

支
援
部

（
地
域

）


